
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
消耗品　24
通信運搬費　2,757
口座振替手数料　303
収納サービス手数料　855
電算委託料　13198

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績）

2,775国保税課税 世帯あたり

25年度

3,3413,343

23年度（実績）

3,176

コスト指標

円

円

件数

世帯

千円

％

千円

国保加入世帯数

調定額（現年度分）

国保税現年度徴収率

徴収額（現年度分）

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

事業費及び指標の推移

17,137

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

国民健康保険税賦課徴収事業

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

小施策

評価区分

評価事業

賦課徴収費

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

3,435

1,330

28,015 28,015

電話催告

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

国保税未納者

人
件
費

活
動
指
標

督促状

1,330

3,435

職員割合

1,330

3,435

1,330

3,435

千円

千円

45,152

28,015

3,336

88

2,020,000

3,200

27,000

2,000,000 2,000,000

3,200

2,000

27,000

27年度（目標）

87

27,000

45,152

86 87

13,507

45,152

28,015 28,015

26年度24年度

3,340 3,338

2,000

2,300,0002,300,000

2,000

25年度（目標）

27,000 27,000

24年度（目標）

23,2503.10

17,137 17,137

23,2502.45 18,375 3.10 23,250 3.10

17,137

23,250 3.10

17,137

3,435

3,200

1,978,000

13,50013,522

－

27,998

23,250

652

18,490

18,490 17,137 17,13717,13716,792

13,52013,513

2,300,000

85 87

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

2,000

16,792

42,876

3,185

2,289,458 2,300,000 2,300,000

22年度（実績）

23年度（実績）

26,374

3,200

1,281

37,517

単位

件数

世帯

26,084

1,370

千円

3.10

3,200

千円

45,152 45,152

22年度（実績）

1,464

19,027

1,330

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

17,137

23,2503.10

件数

千円

％

世帯

千円

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法
―

負担金の有無

国民健康保険の加入者に対し、国民健
康保険税の賦課、徴収を行い国民健康
保険の健全な財政運営を行う。
近年の長引く不況等により、調定額が下
がり続けている状況にあり、収納率の向
上が課題となっている。

予
算
科
目

会計
国保特会 総務費 徴税費 国民健康保険税賦課徴収事業

細目名 関連計画
根拠法令

款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

H23 単年度繰返し

継続

所属部課名

課長名

―

1

市単独

保険年金課
青柳　京子
町田　健一

―

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

13,527 13,534

成
果
指
標

2,000,000

83

2,378,972

1,967,493 1,953,141

目
的

単位

徴収額（現年度分）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
世帯国保加入世帯数

国保加入者

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

調定額（現年度分）

国保税現年度徴収率

【DO】事務事業の実施

2,000

28年度（目標）

3,200

17,137

26年度（目標）

消耗品　37
通信運搬費　2,757
口座振替手数料　299
収納サービス手数料　838
電算委託料　12,861

総
合
計
画

国民健康保険法、地方税法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
現年度徴収率
86.6％

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

５月に暫定賦課を行い、８月に本算定納税通知の発送
本算定発送後は、毎月更正処理を行う
未納者に対しては、納期限２０日経過した時点で督促状
を発送
文書での督促の他に、電話（H２３～）での催告も実施

５月に暫定賦課を行い、８月に本算定納税通知の発送
本算定発送後は、毎月更正処理を行う
未納者に対しては、納期限２０日経過した時点で督促状
を発送
文書での督促の他に、電話での催告も実施

現年度徴収率
86.75％

手
段 件数電話催告

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国保税未納者
督促状

・国民健康保険税の納税通知書の発送
・年度を跨いで資格や所得の異動があった方の遡及
賦課処理を行う。
・未納者に督促や催告書の送付ろ電話催告を行う。



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

笠間市国民健康保険税条例に基づいて、財政の健全化を図るため、適正な賦課及び徴収
事務は必要不可欠である。

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な賦課及び徴収業務を行うことは有効で
ある。収納率は,昨年より向上したものの,まだ収納率も低く,今後も収納率の向上に努めなけ
ればならない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
適正な国保税率で賦課を行うことは、国保運営のため必要である。

 国保の財政運営は、本来独立採算を基本として運営され、保険給付にかかる費用を被保険者が納める国民健康保険税（以下「国保税」という。）と公
費で半分ずつ負担しています。しかし、被用者保険以外のすべての人を対象とするため、国保の被保険者は退職者や無職者の割合が多く、被用者
保険などに比べて平均年齢が高く、平均所得は低いという制度上の問題を抱えている。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

平成２４年度では,臨時職員による夜間電話
催告のほか,滞納処分のチラシを催告書と一
緒に同封し,また,県から収納アドバイザーを
派遣してもらい,有効な手段により,収納率の
向上に努めていく。

①改革・改善案

国民皆保険であり、廃止した場合、医療保険が成り
立たなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

平成23年度には,臨時職員を採用し,現年
分の電話催告を実施したことで,平成22
年度より収納率は向上したが,県平均を
下回っており,さらなる収納率の向上に努
めていかなければならない。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

市は保険者の責務として、市民の「医療のセーフティーネット」である国
保を持続可能な制度として維持していかなければなりません。そのため
には、国保の現状と課題について、広く市民の皆様にご理解をいただき
ながら、医療費の抑制に努め、財政基盤の強化による国保運営の安定
化を図っていくことは重要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　国保制度は、相互扶助の精神に則り、被保険者それぞれが応分の負担をし、お互いに助
け合うことで成り立っています。しかし、長引く景気の低迷などにより国保税の収入未済額は
年々増え続けており、収納率の向上対策は国保を運営する自治体に共通する重要な課題
である。国保税負担の公平性の確保と財政の健全化を図るために今後も引き続き収納率向
上のための取り組みを強力に推進する。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

270国保加入者１人当り費用

人

円 311

28年度27年度単位

270

世帯国保加入世帯

コスト指標

成
果
指
標

円

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

465千円

467 468 465

465

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国民健康保険趣旨普及事業

目
趣旨普及費

活
動
指
標

270270

23年度（実績）

279

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

千円

事
業
費

465

3,150 3,150

指標区分

部

部国保だより                            

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

3,150

18,000

13,53413,527

部

他課の協力分

単位

高齢受給者証リーフレット　　　　

人
件
費

時間外

職員割合

3,615

270

18,000

18,000

共催者・関係団体

所管省庁義務的事業

3,1500.42

実施計画事務事業

根拠法令

順位

3,615

13,507 13,520

25,527

3,615

3,150 3,150

18,000

27年度（目標）

3,615

18,000

26年度

13,513

25年度

18,000

千円

18,000

25年度（目標）

18,00018,000

22年度（実績）

18,000

3,615

3,000

18,000

1.02 7,650 0.42 3,150

467 468

0.42

465

465 465

25,63726,072

13,500

3,000

7,650

465

3,150

3,618

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

0.42 3,150

465

24年度（計画）

465

国保ガイドブック　　　　　　　　　

24年度（目標）

18,000

23年度（実績）

18,000

8,117

3,150

一部委託 ―

18,000

3,150 0.42 3,1500.42

実施手法

需用費（印刷製本費）615千
円

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

細目名 関連計画
総務費 趣旨普及費

款 項

事
業
期
間

開始年度

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

保険年金課
青柳　京子
沼野　  剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

13,522

26年度（目標）

25,02825,276

補助金の有無

国保加入者

世帯

部
部

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

対
象
指
標

24,782 24,539国保加入者　　　　　　　　　　

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
人

制度の普及、啓蒙を図るためパンフレット等を作成配
布し、国保制度が相互扶助に基づく医療制度であるこ
とを理解していただく。

国保加入世帯

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

部高齢受給者証リーフレット

⑥
活動
指標

国保だより
国保ガイドブック

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策
施策

会計
国保特会

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

標準的経費

・「国保だより」の作成
・「国保ガイドブックの作成」

・「国保だより」の作成
・「国保ガイドブックの作成」
・高齢受給者証に同封するリーフレットの作成

需用費（印刷製本費）465千
円

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

国保加入者

国民健康保険制度の普及、啓蒙を図
るため、本算定時に送付する納税通
知書に同封する「国保だより」の作
成、年度末に送付する保険証に同封
する「国保ガイドブック」の作成、ま
た、高齢受給者証に同封するリーフ
レットの作成

国保税の本算定納税通知書の送付時に「国保だより」
を作成し同封している。
年度末の保険証送付時に「国保ガイドブック」を作成し
同封している。

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

制度自体複雑で、また毎年のように法改正があるため、それに対応するための手段としては
必要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
パンフレット等を作成し配布することは、保険制度の趣旨普及を図るためには有効である。

被保険者世帯にパンフレット等を配布し，国民健康保険制度の趣旨普及を図っているの
で、効率的である。

有
効
性
評
価

①改革・改善案

国保制度の趣旨広報ができない場合は影響は大き
い。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

相互扶助としての加入者の協力により成り立っている制度であり、国保税や医療制度の理
解を得るとともに、被保険者に対し、医療機関への受診や各種届出・申請等について周知
を行うことで、健全な運営を図る。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

複雑多岐にわたる保険制度の理解を深めていただくための方法であり，
今後とも制度改正が頻繁にあることから必要であり現行どおり実施して一
般市民への普及に役立つものと思われる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

国民健康保険制度は、原則として被用者保険の適用者以外の国民すべてを被保険者とし、その疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な給付を行
い、社会保障及び国民保健の向上を図っている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金補助及び交付金
4,810,457千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度

203,365円 181,828 193,513178,174

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

国保加入者１人当り費用 198,375

円

実績報告申請回数

国保加入者数

金額

受診件数

回

回

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

1,443,622

4,882,978

1,389,9091,327,972

4,731,996 4,739,560

1,350,440

4,956,670

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

小政策
施策

小施策
会計

国保特会

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

評価区分

評価事業

療養給付費

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

療養給付事業

185,194

コスト指標

8,250

件

件一般被保険者療養給付費支払件数

24年度

318,813

4,548,242

8,2508,2508,625

千円

千円

千円

4,740,621トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

負担金申請回数

千円

千円

1.15 1.10

208,480

325,046

12,586

3

4

実施計画事務事業

根拠法令

順位

5,115,884

8,250

13,688

27年度（目標）

320,486

14,886

322,758

4

25,028

3 3

26年度

4,747,810

25,276

3

4

25年度（目標）

318,229

16,189

25,527

3

8,250 1.10 8,2501.10

5,031,549

4

活
動
指
標

1,466,626 1,489,999

1,801,553

4,539,992

25,63726,072

4

20,162

1,539,026

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

20,710

315,988321,356

4,964,9204,891,228

8,250 1.10

4

1,420,981

8,250

3

4

3

1,558,109

28年度（計画）

1,542,481

23年度（実績） 24年度（計画）

1,470,400 1,447,160 1,518,127

306,889 222,424

1,470,567 1,494,158

245,243241,371233,910 237,560

退職被保険者療養給付費支払件数

24年度（目標）

1,469,013 1,753,8701,696,296

1.10

17,606

8,2508,625

249,177

1,825,9771,777,519

8,2501.10

8,250

5,039,799

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

件
一般被保険者療養給付費支払件数
退職被保険者療養給付費支払件数

回
回

26年度（計画） 27年度（計画）

手
段

⑥
活動
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

義務的経費
細目名 関連計画

保険給付費 療養諸費
款

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

3

国・県補助 厚労省

保険年金課
青柳　京子
沼野　　 剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県7%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

対
象
指
標

24,782 24,539

28年度（目標）

8,250

5,107,634

件

負担金申請回数

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払いを
行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担金、
補助金の申請実績報告を行う。

単位

実績報告申請回数

受診件数

負担金補助及び交付金
4,760,773千円

金額

５　事務事業の目的と手段
人

国保加入者

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。

国保加入者数

総
合
計
画

国民健康保険法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

当
年
度
計
画

・国保連合会からの請求に対しての支払
・療養給付費負担金（国庫負担金）に対する申請書、実
績報告書の作成報告
・調整交付金（国・県補助金）に対する申請書、実績報告
書の作成報告

国保加入者が療養の給付に要した保
険者負担分の費用を国保連合会を
通して各医療機関に支払、国県に対
して負担金、補助金の申請、実績報
告を行う。

翌
年
度
計
画

・国保連合会からの請求に対しての支払
・療養給付費負担金（国庫負担金）に対する申請書、実
績報告書の作成報告
・調整交付金（国・県補助金）に対する申請書、実績報告
書の作成報告

項



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

制度に基づくものであり，医療費の負担の費用分担で、レセプトにより各医療機関に支払い
を行うことは、有効性があると思う。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

国民健康保険被保険者の疾病、負傷等による医療機関等での受診に伴い発生した医療費
について、茨城県国民健康保険団体連合会の審査を受けた医療機関からの保険請求に対
して、保険者負担分の支払いを行う。

国民健康保険法に基づき、事業の健全な運営を確保し社会保障及び国民保健の向上に寄与する目的により、被保険者の疾病、出産又は死亡に関
して必要な保険給費を行う。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

療養に要した保険者負担分の費用を国保連合会を通して、各医療機関に支払いをしている
ことに対して必要なことである。

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

適正に医療費の保険者負担分を支払うことで、被保険者が医療を受け
る機会を確保できる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

医療保険制度そのものが成り立たなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
医療保険制度に基づくものであり，医療費の支給方法としては効率的である。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金補助及び交付金
56,642千円

手
段 回

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・国保連合会からの請求に対しての支払
・柔道整復師からの請求に対しての支払
・補装具等国保加入者からの請求に対しての支払

・国保連合会からの請求に対しての支払
・柔道整復師からの請求に対しての支払
・補装具等国保加入者からの請求に対しての支払

負担金補助及び交付金
56,130千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

療養費

回
負担金申請回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般被保険者療養費保険者分支払件数
退職被保険者療養費保険者支払分件数

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払いを
行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担金、
補助金の申請実績報告を行う。

実績報告申請回数

件

【DO】事務事業の実施

4

28年度（目標）

国保加入者数
国保加入者

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。

金額 円

件

件

目
的

単位

受診件数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県7%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　 　剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

4

国・県補助 厚労省

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

国保加入者が療養に要した保険者負
担分の費用を国保連合会、柔道整復
師等に支払、国・県に対して負担金、
補助金の申請実績報告を作成報告
する。

予
算
科
目

会計
国保特会 保険給付費 療養諸費 義務的経費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

2,895 2,996

8,056

15,999

26年度（目標）

2,945

15,607

活
動
指
標

25年度（計画）

2,799 2,845

退職被保険者療養費保険者支払分件数

24年度（目標）

15,273 15,43219,450

1.40

22年度（実績）

3

4

3

22年度（実績） 23年度（実績）

3

457

7,5197,348

26年度（計画） 27年度（計画）

3 3

3,719 2,542

18,884

28年度（計画）

18,602

23年度（実績） 24年度（計画）

18,28616,805 17,367 17,669 17,975

18,183

21,350

10,500

25,63726,072

4

1.40

21,727 21,954

15,796

10,500 1.40 10,5001.40

56,642

0.60 4,500 1.40 10,500 10,500

58,002

10,5001.40

7,486

418 383

10,500 10,500

24年度

351

4

26年度

10,500

69,254

10,500

25,028

68,502

25,276

3

67,142 67,796

25,527

25年度（目標）

7,694 7,873

根拠法令

順位

2,855

8,243

293

3

4

実施計画事務事業

10,500

4

321

27年度（目標）

58,754 59,551

70,051

負担金申請回数

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

受診件数

実績報告申請回数

国保加入者数

件

件一般被保険者療養費保険者分支払件数

金額

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

療養費支給事業

4

4,500

64,728

10,500

61,208

466

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

21,525

57,296

21,20315,922

56,708 54,228

15,431

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

回

人

円

件

単位 22年度（実績） 25年度

2,6822,630

23年度（実績）コスト指標

円 2,348

円

2,525

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

2,737 2,795国保加入者１人当り費用

28年度27年度



転入者の増加や団塊世代の定年退職等により、国保加入者は年々増加している状況にあり、また、医療技術の高度化、受診件数の増加及び国の新
たな給付施策の新設により、一人当たりの医療費も増加傾向にある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

医療制度が成り立たなくなる。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

療養費支給事業は国の制度に基づくものであり、療養に要した費用を連
合会を通して支払うことは必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
療養に要した保険者負担を支出することは制度的に効率である。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国民健康保険法に基づく支給である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

制度によるもので有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
制度によるもので必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金補助及び交付金
628,064千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

32,331 35,180国保加入者１人当り費用 28,18424,920円 20,629

円

％支給率

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

429,987

703,004

344,189149,673

536,347 542,311

154,758

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

高額療養諸費

25,527

24年度

1.25

626,764

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

高額療養費支給事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件

件一般被保険者高額療養費支払件数

国保加入者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

119

実施計画事務事業

9,375

146

27年度（目標）

862,458 930,349

939,724

順位

38,295

9,684

46.9042.9733.30 39.40

25,276

636,139 712,379

9,375

871,833

9,375

25,028

809,178

178

11,389

21,519

26年度

36.19

25年度（目標）

8,930

425

7,381

265 217

1,500

551,686

9,375

537,847

9,375 9,375

9,375

799,803

9,3751.250.20 1,500 1.25 9,375 9,375 1.25 9,3751.25

464,534 502,007

204,627

25,63726,072

30.71

181,359

382,635

9,375

166,434168,456 129,869 141,086 153,236

33,785 25,482

171,530

28年度（計画）

180,767

23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

324

8,2357,593
活
動
指
標

25年度（計画）

20,970 22,772

退職被保険者高額療養費支払件数

24年度（目標）

131,736 156,511193,615

1.25

24,733 29,177

10,502

218,398

26年度（目標）

26,863

191,847

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

被保険者の自己負担分が政令で定
める額を超える場合高額療養費とし
て支給。国、県に対して負担金、補助
金の申請、実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 保険給付費 高額療養諸費 義務的経費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

5

国・県補助 厚労省

保険年金課
青柳　京子
沼野　　 剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県7%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

29.94

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

国保加入者
国保加入者

医療費の自己負担分が高額となった被保険者の経済
的負担を軽減する。

支給率

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般被保険者高額療養費支払件数
退職被保険者高額療養費支払件数

・国保連合会より請求のあった現物分高額療養費、国
保加入者から請求のあった償還払い請求の支払い。
高額療養費の支払い分に対しての負担金、補助金の
申請実績報告を行う。

負担金補助及び交付金
578,199千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・国保連合会からの現物高額療養費の請求への支払
い。
・被保険者からの償還払い高額療養費の申請請求に対
しての支払い。

・国保連合会からの現物高額療養費の請求への支払
い。
・被保険者からの償還払い高額療養費の申請請求に対
しての支払い。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

国の制度であるが、この高額療養支給事業がなければ、被保険者の医療費が高額になっ
た場合、過重な負担となる。それに対して負担軽減を図ることは必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
被保険者に対して、負担軽減になるので有効性はかなりあると思う。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

医療保険が成り立たなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
市からの拠出金を財源として、県単位で費用負担を調整している。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国民健康保険制度が発足してから国民の医療費を容易にするため実施されている。しか
し、国保制度改正が毎年実施され、高額療養費についても自己負担限度額の変更も伴っ
ている中、高度医療による高額療養費の支給が増加している。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法定により市町村に義務付けられており、国民健康保険の基本である被
保険者の医療費が高額となったときに自己負担限度額を超えた金額を
被保険者に給付するものであるが、健康づくりを推進し医療費の抑制を
図りたい。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

国民健康保険制度が発足してから国民の医療費を容易にするため実施されている。しかし、国保制度改正が毎年実施され、高額療養費についても
自己負担限度額の変更も伴っている中、高度医療による高額療養費の支給が増加している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
・負担金補助及び交付金
6４,７１３千円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・国保連合会の請求に対して１件当り４２万円を上限とし
て支払う。
・１件当り４２万円に満たない国保連合会からの請求に対
し差額分を被保険者に支払う。

・国保連合会の請求に対して１件当り４２万円を上限とし
て支払う。
・１件当り４２万円に満たない国保連合会からの請求に対
し差額分を被保険者に支払う。

・負担金補助及び交付金
60,511千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

出産育児一時金

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

出産育児一時金支払件数
・国保加入者の出産に対して、国保連合会を通じて医
療機関への支払いを行い、差額が生じた場合は加入
者に差額分を支払う。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

国保加入者
国保加入者

国保加入者の出産に対して、出産育児一時金を支給
し経済的負担を軽減する。

支給額 円

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

420,000

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 １件当１万円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　 　剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

6

国補助 厚労省

保健年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

被保険者の出産に対して国保連合会
からの請求に対して支払う。

予
算
科
目

会計
国保特会 保険給付費 出産育児諸費 義務的経費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

176

51,520

26年度（目標）

47,040

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

43,120 45,08028,773

0.15

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

154106

26年度（計画） 27年度（計画）

2,540

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,350

34,773

22,540

1,125

25,63726,072

420,000

0.15

24,640 25,760

49,280

1,125 0.15 1,1250.10 750 0.15 1,125 1,1250.15

45,345

1,125

0.15 1,125

55,556

1,125

127

26年度

420,000

1,125

75,045

1,125

25,028

71,685

25,276

65,805 68,745

161

1,125

25年度（目標）

420,000420,000420,000

根拠法令

順位

426,114

184168

実施計画事務事業

1,125

27年度（目標）

73,920 77,280

78,405

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国保加入者

件出産育児一時金支払件数

支給額

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

出産育児一時金支給事業

25,527

24年度

420,000

750

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

23,520

67,620

21,56017,493

54,806 44,220

14,097

64,680 70,560

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

円

単位 22年度（実績） 25年度

426,988427,305

23年度（実績）コスト指標

円 437,449

円

427,783

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

426,696 426,392１件当り費用

28年度27年度



出産育児一時金の支給額が、「３５万円」から４万円引き上げ「３９万円」となった。なお、産科医療補償制度加入医療機関での分娩については、３万
円加算し「４２万円」が支給されることから、被保険者が安心して公平に支給を受けることができる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

国の制度に基づくものである。出産に対する考え方
の変化が生じる。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国保被保険者の出産に係る費用負担の軽減を図ることは、社会保険制
度としての国民健康保険制度の充実を意味し、国保税の納付等安定し
た制度運営に寄与するものであり、ひいては制度の健全な運営に寄与
しています。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度であり効率である。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国の緊急的な少子化対策に基づき、平成２１年１０月１日から出産した場合の出産育児一時
金の支給額を「３５万円」から４万円引き上げ「３９万円」となった。なお、なお、産科医療補償
制度加入医療機関での分娩については、３万円加算し「４２万円」が支給されることから、被
保険者の出産時に１００％支給される。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

出産育児一時金を支給することは、被保険者に対して費用軽減になり有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

保険適用でないために、出産が家計に大きな負担がかかることから、出産に対する費用負
担軽減を図ることは必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金補助及び交付金
7,600千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

57,305 57,258１件当り費用 57,35357,401円 55,000

円

円支給額

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

7,700

7,650

7,6007,500

7,500 7,750

7,750

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

葬祭諸費

25,527

24年度

0.15

7,600

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

葬祭費支給事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件葬祭費支払件数

国保加入者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

1,125

27年度（目標）

7,750 7,800

8,925

順位

57,212

154

50,00050,00050,000 50,000

25,276

8,725 8,775

1,125

8,875

1,125

25,028

8,825

156

54,784

26年度

50,000

25年度（目標）

153150

750

8,875

1,125

8,250

1,125 1,125

1,125

7,700

1,1250.150.10 750 0.15 1,125 1,125 0.15 1,1250.15

7,750 7,800

25,63726,072

50,000

7,650

1,125

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

152162
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.15

155

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

国保加入者の死亡に対し葬祭費を支
給する。

予
算
科
目

会計
国保特会 保険給付費 葬祭諸費 義務的経費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

7

市単独

保険年金課
青柳　京子
沼野　 　剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

50,000

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

円

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

国保加入者数
国保加入者

国保加入者の死亡に対し、葬祭費を支給し経済的負
担を軽減する。

支給額

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

葬祭費支払件数
・国保加入者の死亡に対し、申請により葬祭費を支給
する。

負担金補助及び交付金
8,100千円

総
合
計
画

笠間市国民健康保険条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

国保加入者の死亡に対し、申請により１件当り５万円を支
給する。

国保加入者の死亡に対し、申請により１件当り５万円を支
給する。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

国保被保険者が死亡した時、葬儀を行った方に、葬儀の執行に必要なものに対して、申請
により支給するもので必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
葬儀の執行費用の軽減になり有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

今まで支給されているものが廃止となれば影響は大
きい。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
葬儀費用の一部が、葬儀を行った方に対して支給されることは効率である。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国保被保険者の葬儀を執り行った方の負担軽減を図ることは、社会保険制度としての国民
健康保険制度の充実を意味し、国保税の納付等安定した制度運営に寄与するものであり、
ひいては制度の健全な運営に寄与するものである。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

支給額については法令で定められ、市で定めた制度を運用しているた
め、被保険者が公平に給付を受けている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

法令に定める支給額を参考として、条例で定めるものであり被保険者が死亡した場合に支給するものであるため、その葬儀を行った者に公平に支給
されるものである。平成20年度から後期高齢者医療制度が開始されたことにより対象者数が減少した。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

114,161,167 122,533,7501月当りの費用

28年度27年度

円 86,171,750

円

96,443,083

単位 22年度（実績） 25年度

106,360,83399,093,583

23年度（実績）コスト指標

回

人

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

554,606

1,275,955

481,387423,757

1,033,686 1,156,942

462,173

1,188,748 1,369,559

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

25,527

24年度

3

47

375

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者支援金事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

月毎月支払

被保険者１人当りの支援金

国保加入者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実績報告回数

実施計画事務事業

375

3

4

27年度（目標）

1,470,030 1,577,872

1,578,247

根拠法令

順位

131,520,583

12

4

3

12

25年度（目標）

6459

4

55

4

25,276

1,189,123 1,276,330

3

12

375 375

1,470,405

375

25,028

1,369,934

26年度

50

1,034,061

375

4

12

4

3750.05

1,157,317

375

0.05 3750.05 375 0.05 375 375 0.05 3750.05

595,292 638,962

140,550

25,63726,072

45

3

132,167

516,701

375

631,647503,371 510,786 548,257 588,477

66,886 63,658

410,876

28年度（計画）

677,984

23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

3

22年度（実績） 23年度（実績）

4

1212
活
動
指
標

25年度（計画）

82,921 89,004

負担金申請回数

24年度（目標）

113,654 121,993127,740

0.05

95,533 110,063

12

150,863

26年度（目標）

102,541

130,943

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

後期高齢者医療制度による支援金を
各保険者において社会保険診療報
酬支払基金を通じて納付する。後期
高齢者支援金に対する国県の負担
金補助金の申請実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 後期高齢者支援金等 後期高齢者支援金等 義務的経費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

8

国・県補助 厚労省

保険年金課
青柳　京子
沼野　　 剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県7%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

40

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

・
人

千円

月

【DO】事務事業の実施

3

28年度（目標）

国保加入者数
国保加入者

後期高齢者医療制度に対する支援金を納付する。
被保険者１人当りの支援金

実績報告回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

毎月支払
負担金申請回数

・後期高齢者医療制度による支援金を国保税、国県の負担
金補助金より社会保険診療報酬支払基金を通じて納付す
る。　　　　　・後期高齢者支援金に対しての負担金、補助金
の申請実績報告を行う。

回

負担金補助及び交付金
1,156,968千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

後期高齢者支援金

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに支援金を納付する。
・後期高齢者支援金に対する国県の負担金補助金の申
請実績報告を行う。

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに支援金を納付する。
・後期高齢者支援金に対する国県の負担金補助金の申
請実績報告を行う。

（予算額）
負担金補助及び交付金
1,188,878千円

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
国の制度に基づくものである。国保から支援し、制度の安定化を図ることは有効と思う。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
後期高齢者医療制度に対して、国保から支援して財政の安定化を図ることは必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

国の制度である後期高齢者医療制度に対して、国保から支援することにより安心な医療制
度の安定化を図る上から必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国の制度である後期高齢者医療制度に対して、国保から支援することは
制度の安定化を図る上から必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

後期高齢者医療制度が成り立たなくなる。

７５歳以上の者が加入する後期高齢者医療制度に要する費用は、総費用額より自己負担分を除いた額に対して、４/１２を国、１/１２を県、１/１２を市
町村が負担し、残りのうち１/５のがくについては、後期高齢者医療制度の加入者の保険料とし、４/５を各保険者で負担する仕組みとなっており、その
国保分として負担するもの。事業主体は社会保険診療報酬支払基金。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに前期高齢者納付金を納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の負担金補助金の申
請実績報告を行う。

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに前期高齢者納付金を納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の負担金補助金の申
請実績報告を行う。

負担金及び交付金
3,458千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

毎月支払
・６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費の
不均衡を調整するため前期高齢者納付金を社会保険
診療報酬支払い基金を通じて納付する。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

国保加入者数
前期高齢者

６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費に対
して納付金を納付する。

被保険者１人当り納付金 円

月

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

24,782 24,539

成
果
指
標

64

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県7%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　 　剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

9

国・県補助 厚労省

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

・６５歳以上７５歳未満の前期高齢者
に係る医療費の不均衡を調整するた
め前期高齢者納付金を社会保険診
療報酬支払基金を通じて納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の
負担金補助金の申請実績報告を行
う。

予
算
科
目

会計
国保特会 前期高齢者納付金等 前期高齢者納付金等 義務的経費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

363 457

12

26年度（目標）

407

活
動
指
標

25年度（計画）

268 318

24年度（目標）

1,069

0.05

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

1212

26年度（計画） 27年度（計画）

155 171

619

28年度（計画）

1,828

23年度（実績） 24年度（計画）

1,6301,132 1,181 1,271 1,454

1,589

375

25,63726,072

129

0.05

1,960 2,197

375 0.05 3750.05 375 0.05 375

375 375

375

3,564

3750.05

375

3,804

375

2,050

25年度（目標）

1212

26年度

125

317,000

375

4,372

375

25,028

3,939

12

111 142

25,276

3,209 3,553

12

183161

順位

404,750

実施計画事務事業

375

27年度（目標）

3,997 4,482

4,857

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

月毎月支払

国保加入者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

前期高齢者納付金事業

前期高齢者納付金

25,527

24年度

0.05

2,834

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

1,747

3,178

1,385901

1,675 3,429

1,057

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

円被保険者１人当り納付金

円 170,833

円

328,250 364,333１月当りの費用 296,083267,417

（予算額）
負担金及び交付金
2,951千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



前期高齢者医療制度は後期高齢者医療制度のように独立した制度ではなく、あくまで「制度間の医療費負担の不均衡の調整」を行うための枠組みで
設けられた制度です。したがって、被保険者が６５歳に達し、前期高齢者になっても７５歳に達するまでの間は現在加入している各医療保険者により、
療養の給付や高額療養費の給付、保健事業を従来どおり受けることになる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国の制度に基づくものでり、国保から納付金として支援することは必要で
ある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

前期高齢者医療制度とは、６５歳～７４歳の方を対象とした、被用者保険（健康保険組合
等）、国民健康保険間の医療費負担を調整するための制度である。前期高齢者の加入人数
の多い国民健康保険の財政支援を、若年者の加入の多い健康保険組合などから、「前期
高齢者納付金」という名で大きな負担を求められます。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

医療制度が成り立たなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

前期高齢者に対して、国保から納付金として支援することは、財政安定化を図ることは、必
要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
国の制度に基づくものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

55,447,750 59,906,333１月当りの費用

28年度27年度

円 40,279,167

円

43,993,083

単位 22年度（実績） 25年度

51,321,16747,501,917

23年度（実績）コスト指標

回

人

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

285,949

615,479

248,353222,915

482,975 527,542

229,293

569,648 664,998

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

10,084

24年度

3

56

375

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

介護納付金事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

月毎月支払

国保加入者１人当り納付額

国保加入者（４０歳以上６５歳未満）

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実績報告申請回数

実施計画事務事業

375

3

4

27年度（目標）

718,501 776,309

776,684

根拠法令

順位

64,723,667

12

4

3

12

25年度（目標）

7972

4

67

4

10,028

570,023 615,854

3

12

375 375

718,876

375

9,972

665,373

26年度

61

483,350

375

4

12

4

3750.05

527,917

375

0.05 3750.05 375 0.05 375 375 0.05 3750.05

308,956 333,813

35,925

10,14010,197

52

3

24,648

264,772

375

308,955241,894 248,095 264,656 285,949

71,201 30,761

164,211

28年度（計画）

333,813

23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

3

22年度（実績） 23年度（実績）

4

1212
活
動
指
標

25年度（計画）

42,323 55,393

負担金申請回数

24年度（目標）

30,877 30,65825,594

0.05

59,850 69,868

12

38,815

26年度（目標）

64,665

33,250

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

・４０歳以上６５歳未満の第２号被保険
者が負担する費用について、国保税
の介護分また、国県の負担金補助金
より社会保険診療報酬支払基金を通
じて納付する。
・介護納付金に対しての負担金、補
助金の申請実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 介護納付金 介護納付金 介護納付金

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

10

国・県補助 厚労省

保険年金課
青柳　京子
沼野　　 剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 国43%県７%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

9,916 9,860

成
果
指
標

47

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

千円

月

【DO】事務事業の実施

3

28年度（目標）

国保加入者（４０歳以上６５歳未満）
介護保険２号該当者

４０歳以上６５歳未満の国保加入者の第２号被保険者
が負担する費用について納付金として負担する。

国保加入者１人当り納付額

実績報告申請回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

毎月支払
負担金申請回数

・４５歳以上６５歳未満の第２号被保険者が負担する費
用について、国保税、国県の負担金補助金より納付
する。介護納付金に対しての負担金、補助金の申請
実績報告を行う。

回

負担金補助及び交付金
527,543千円

総
合
計
画

国民健康保険法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

介護納付金

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに介護納付金を納付する。
・介護納付金に対する国県の負担金補助金の申請実績
報告を行う。

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日
までに介護納付金を納付する。
・介護納付金に対する国県の負担金補助金の申請実績
報告を行う。

（予算額）
負担金補助及び交付金
569,648千円

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
国の制度に基づくものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

老人保健医療費について、国保から拠出金として支援し、安心な医療体制を図ることは必
要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

事業の必要性が認められるため、引き続き事業内容及び予算規模を維持すべきである。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支
援する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

医療制度が成り立たなくなる。

財政基盤の脆弱な医療保険者が負担する介護納付金に、一定割合の国庫負担（補助）を導入することにより、安定的な医療保険財政の運営が図れ
る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

４０歳から７４歳の国保加入者に対し受診券を送付し特定
健康診査の受診率の向上、特定健康指導実施率の向上
に向け、特定健康診査では９月に受診されていない方に
再通知を実施、保健指導では電話や家庭訪問等により
保健指導の説明を行い個別勧奨を行う。

４０歳から７４歳の国保加入者に対し受診券を送付し特定
健康診査の受診率の向上、特定健康指導実施率の向上
に向け、特定健康診査では９月に受診されていない方に
再通知を実施、保健指導では電話や家庭訪問等により
保健指導の説明を行い個別勧奨を行う。

委託料　43,156千円

総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受診者数
健診回数

特定健康診査の受診率の向上、特定健康指導実施率の向上に向
け、特定健康診査では、年度当初に４０歳～７４歳の被保険者に受
診券を送付し、９月に受診されていない方に再通知を実施、保健指
導では電話や家庭訪問等により保健指導の説明をおこない個別勧
奨を行う。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

４０歳～７４歳の国保加入者
４０歳～７４歳の国保加入者

特定健康診査受診、特定保健指導により自己の健康
維持、増加傾向にある医療費の抑制を図る。

受診率 ％

人
回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

18,797 18,972

成
果
指
標

37.74

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 1/3

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　　 剛

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

○
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国・県補助 厚労省

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

４０歳から７４歳の国保加入者に生活
習慣病を予防するための健康診査、
健康指導を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 保健事業費 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

12,320 12,925

8,703

26年度（目標）

12,619

活
動
指
標

25年度（計画）

11,745 12,029

健診回数

24年度（目標）

0.55

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

41

8,1006,369

26年度（計画） 27年度（計画）

8,623 9,537

8,623

28年度（計画）

12,925

23年度（実績） 24年度（計画）

12,6199,537 11,745 12,029 12,320

41,729

4,125

17,98817,615

35.41

0.55

43,776 44,838

4,125 0.55 4,1250.50 3,750 0.55 4,125

4,125 4,125

4,125

67,381

4,1250.55

3,750

46,725

4,125

47,463

25年度（目標）

8,296

41

6,648

41 41

26年度

44.96

7,336

4,125

73,139

4,125

18,624

71,506

41

8,914

44.31 45.62

18,452

68,379 69,912

8,497

46.9946.30

順位

8,393

実施計画事務事業

4,125

41

27年度（目標）

69,014 70,688

74,813

41

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

人受診者数

４０歳～７４歳の国保加入者

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

特定健康診査等事業

特定健康診査等事業費

18,282

24年度

0.55

64,254

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

42,741

65,787

40,76426,467

43,713 42,600

23,526

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

％受診率

円 7,139

円

8,415 8,404受診者１人当費用 8,4278,442

（予算額）
委託料　59,532千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



国は医療費の伸びを抑制するため、「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医療保険者（国保、被用保険者）に対し、４０歳以上７４歳未満
の被保険者・被扶養者を対象とする内蔵脂肪型肥満に着目した健康診査及び保健指導を義務付けた。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

特定健康診査・特定保健指導を実施することで、生活習慣病の発症リス
クが高い内臓脂肪症候群の該当者及び予備軍の減少を図り、将来的な
医療費の伸びを抑制する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

平成２０年度から「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医療保険者に義務付けら
れて開始した事業であるため、周知等による加入者の理解拡大により、成果の向上を図る。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
関係各課（健康増進課・各保険センター）との連携により受診効率を図っている。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

健康維持の手段がなくなるので、医療費の増に繋が
る。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

国保医療者が生活習慣病を予防するための健康診査及び健康指導は、保険料低減の観
点からも必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

国保医療者の特定検診はバランスの取れた食生活、適当な運動習慣を身につけ、健康維
持のためのものであるので有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金補助及び交付金
16,925千円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

年度当初に募集を行い、応募多数の場合は抽選を行
い、人間ドック受診者に25,000円、脳ドックの受診者に
35,000円の補助を行う。

年度当初に募集を行い、応募多数の場合は抽選を行
い、人間ドック受診者に25,000円、脳ドックの受診者に
35,000円の補助を行う。

負担金補助及び交付金
13,270千円

総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健衛生普及費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受診者数（人間ドック）
受診者数（脳ドック）人間ドックの受診者に25,000円、脳ドックの受診者に

35,000円の補助を行った。
人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

４０歳～７４歳の国保加入者
４０歳～７４歳の国保加入者

人間ドック、脳ドックの受診により特定健康診査受診率
の向上につながり、医療費の抑制を図る。

受診率 ％

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

18,797 18,972

成
果
指
標

2.78

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　　 剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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市単独

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

４０歳から７４歳の国保加入者の人間
ドック、脳ドックに対し補助を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 保健事業費 保健事業費 国保健康づくり推進事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法

355

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

受診者数（脳ドック）

24年度（目標）

0.45

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

200

355290

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

20,321

3,375

17,98817,615

2.72

0.45

20,321 20,321

3,375 0.45 3,3750.50 3,750 0.45 3,375 3,3750.45

19,488

3,375

0.45 3,375

20,629

3,375

200

290

230

26年度

3.17

3,375

23,696

3,375

18,624

23,696

18,452

23,696 23,696

355

3,375

25年度（目標）

3.083.11

230

3.14

230

根拠法令

順位

66,749

355

230

355

実施計画事務事業

3,375

230

27年度（目標）

20,321 20,321

23,696

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

４０歳～７４歳の国保加入者

人

人受診者数（人間ドック）

受診率

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国保健康づくり推進事業

18,282

24年度

3.20

3,750

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

20,321

20,321

20,32116,879

16,879 16,113

16,113

20,321 20,321

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

％

単位 22年度（実績） 25年度

66,74966,749

23年度（実績）コスト指標

円 71,134

円

67,200

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

66,749 66,749受診者１人当費用

28年度27年度



国保被保険者の健康維持・増進のため保健事業の強化を図り、病気の早期発見により医療費の増額を抑制する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

健康維持の手段がなくなるので、医療費にも影響す
る。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

被保険者の健康の保持増進を目的とした事業として、笠間市国民健康
保険条例に規定されている保健事業である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
実施機関（病院など）との連携を密にとっているので有効である。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

被保険者の健康維持、疾病等の早期発見を目的とした保健事業を行うことで、被保険者の
健康増進、疾患の重症化の防止により医療費の削減を図っており、国民健康保険制度を維
持し、健全な運営を図る。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

人間ドック・脳ドック検診を受診して、病気の早期発見、早期治療を行うこことにより、健康維
持に繋がるので有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

人間ドック・脳ドック検診を受診してもらうことは、国保被保険者の健康の保持増進を図ること
は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

国保加入者で２年間無受診者を電算により抽出し、無受
診者に対して、記念品と表彰状を送付する。

国保加入者で２年間無受診者を電算により抽出し、無受
診者に対して、記念品と表彰状を送付する。

報償費　791千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

２年間無受診世帯
国保加入者で２年間無受診者に対して、記念品と表
彰状を送付した。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

国保加入世帯
国保加入世帯

健康管理に努め２年間無受診世帯に表彰することは、
医療費制度の啓発につながる。

表彰率 ％

世帯

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
世帯

対
象
指
標

13,754 13,793

成
果
指
標

1.40

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
沼野　 　剛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

13

市単独

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
１．国民健康保険の安定運営

国保加入者で２年間無受診者に対し
て、記念品と表彰状を送付する。

予
算
科
目

会計
国保特会 保健事業費 保健事業費 国保健康世帯表彰事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

200

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.10

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

200233

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

981

750

13,50013,522

1.71

0.10

981 981

750 0.10 7500.10 750 0.10 750

750 750

750

981

7500.10

750

1,553

750

1,509

25年度（目標）

200189

26年度

1.46

6,665

750

1,731

750

13,715

1,731

200

1.47 1.46

13,676

1,731 1,731

200

1.451.45

順位

8,655

実施計画事務事業

750

27年度（目標）

981 981

1,731

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

世帯２年間無受診世帯

国保加入世帯

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国保健康世帯表彰事業

保健衛生普及費

13,637

24年度

0.10

981

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

981

981

981759

759 803

803

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

世帯

％表彰率

円 7,984

円

8,655 8,655１世帯当費用 8,6558,655

（予算額）
報償費　981千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



国民健康保険法の規定により、市町村は保健事業を行うことになっており、その1事業として無受診世帯表彰事業を実施した。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国民健康保険法の規定に基づき実施するものであり、医療費の抑制及
び国保税の「負担と給付との公平性」を図るために、無受診世帯表彰は
相応の効果を得ている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

2年間医療機関を受診されず健康を維持された国民健康保険被保険者が属する世帯を表
彰することよって、医療費の軽減と健康に対する理解を求める。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
表彰事業を行うことは、被保険者、一般市民に対して、意識づけができて有効である。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

健康に対して意識の高揚がなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

健康管理に努め２年間無受診世帯に表彰することは、医療制度の啓発にもつながり必要で
ある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
表彰事業を行うことで、健康への意識高揚に繋がり有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
役務費　　　１１，０４８千円
委託料　　　　３，０５６千円
扶助費　　３８３，４４９千円

受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できていないということ
も考えられる。関係課
と連携し受給漏れがな
いようにする。

手
段 円

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

関連各課より情報提供を受け、受給認定事務および受給者証
の交付を行う。
また、医療機関から請求に基づき（国保連合会・支払基金経
由）医療費の支払いをする。
受給資格更新作業が毎月有。

関連各課より情報提供を受け、受給認定事務および受給者証
の交付を行う。
また、医療機関から請求に基づき（国保連合会・支払基金経
由）医療費の支払いをする。
受給資格更新作業が毎月有。

役務費　　　１０，７４２千円
委託料　　　　３，２６３千円
扶助費　　３８８，０４１千円
消耗品　　　　　　　９９千円

総
合
計
画

市民課　子ども福祉課　社会福祉課　県国民健康保険室　健康増進課

笠間市医療福祉費支給に関する条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】
受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できていないということ
も考えられる。関係課
と連携し受給漏れがな
いようにする。

医療福祉費

医療費助成金額

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受給者
支払件数受給資格を審査後、認定者について受給者証の交付

を行い医療費を助成した。
件

【DO】事務事業の実施

383,449,000

28年度（目標）

対象者数
医療福祉費受給資格対象者（妊産婦・小児・重度心
身障害者・母子家庭の母子・父子家庭の父子）

医療費を助成することにより、経済的負担を軽減する。
受給率＝受給者数／対象者数 ％

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

9,900 9,900

成
果
指
標

93

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 ５／１０

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
大貫　 　徹

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

昭和４８年度 単年度繰り返し

所属部課名

課長名

○

14

国・県補助 茨城県

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
３．医療福祉費支給制度の充実

医療福祉費支給制度は、受給資格を満たす
人が健康保険を使って医療機関を受診した
場合、窓口一部負担金を公費で負担する茨
城県の制度であり、昭和４８年から開始され
た。（所得要件有）

外来自己負担金
小児・妊産婦・母子家庭・父子家庭は、１回あ
たり６００円（１医療機関ごとに月２回まで)　重
度心身障害者は自己負担金なし

入院自己負担金
小児・妊産婦・母子家庭・父子家庭は、１日あ
たり３００円（１医療機関ごとに月１０日まで)
重度心身障害者は自己負担金なし

予
算
科
目

会計
一般会計 民生費 社会福祉費 医療福祉費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

179,800 179,800

9,300

35,800

26年度（目標）

179,800

35,800

活
動
指
標

25年度（計画）

179,800 179,800

支払件数

24年度（目標）

35,800 35,80048,563

0.90

22年度（実績）

383,449,000

22年度（実績） 23年度（実績）

130,239

9,3009,199

26年度（計画） 27年度（計画）

162,835 173,823

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

44,707

181,953

6,750

171

10,0629,955

91

358,861,701

0.90

181,953 181,953

35,800

6,750 0.90 6,7500.90 6,750 0.90 6,750 6,7500.90

409,383

7,238

0.90

488

6,750

380,103

7,302

117,416

9,218

120,000

26年度

94

7,250

404,803

7,250

9,900

404,803

9,900

404,855 404,803

383,449,000

9,300

7,250

25年度（目標）

9494

120,000

94

120,000

根拠法令

順位

41,231

9,300

120,000

383,449,000

9,300

実施計画事務事業

5

7,250

383,449,000

120,000

27年度（目標）

397,553 397,553

404,803

医療費助成金額

500 500500 500552

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

対象者数

件

人受給者

受給率＝受給者数／対象者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

医療福祉費支給事業

9,900

24年度

388,041,071

94

6,921

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

181,953

397,553

181,953165,640

373,182 402,145

179,759

397,553 397,553

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

円

人

％

単位 22年度（実績） 25年度

41,23141,231

23年度（実績）コスト指標

円 38,930

円

42,182

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

41,231 41,231受給者一人当たりの医療費助成金額

28年度27年度



所得制限の撤廃、小児の対象年齢をさらに拡大してほしいとの要望がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

申請などの手続きを廃止した場合、医療福祉制度自
体無くなる。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

県の医療福祉制度に基づくものであり、医療福祉費受給者の生活の安
定と福祉の向上のため必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
県の制度に基づくもので業務プロセスにおいて削減の余地がない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

医療福祉費支給事業は、市民の意向や社会の要請から必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

所得制限を撤廃すれば資格者が拡大し、波及効果はあるが財政的面から成果の工場余地
はない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
医療福祉に該当するものの申請、また認定による手続きなど当然必要となってくる。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委託料　　　　２２１千円
役務費　　　　５８１千円
扶助費　２２，９３９千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

15,929 15,929受給者一人当たりの医療費助成金額 15,92915,929円 5,591

円

％受給率＝受給者数／対象者数

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

23,741

23,741

23,7418,821

8,821 23,668

23,668

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

医療福祉費

1,850

24年度

22,372,271

0.40

23,741

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

医療福祉費支給事業（市単独分）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件

人受給者

対象者数

円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

医療費助成金額

12,300

22,939,000

実施計画事務事業

5

3,000

22,939,000

12,300

27年度（目標）

23,741 23,741

26,741

順位

15,929

1,440

787878 78

1,850

26,741 26,741

22,939,000

3,000

26,741

3,000

1,850

26,741

12,300

1,440

15,376

26年度

78

25年度（目標）

1,440

4,514

1,386

12,300 12,300

3,000

26,668

3,000

11,821

3,000 3,000

3,000

23,741

3,0000.400.40 3,000 0.40 3,000 3,000 0.40 3,0000.40

23,741 23,741

1,8831,825

77

7,749,185

23,741

3,000

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22,939,000

22年度（実績） 23年度（実績）

12,944

1,4401,455
活
動
指
標

25年度（計画）

支払件数

24年度（目標）

0.40

1,440

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

県制度においては、平成２２年１０月
より小児の対象年齢が未就学児まで
だったものが、小学校３年生まで対象
が拡大された。
それに伴い、市単独事業として小学
校４年～小学校６年生まで対象年齢
を拡大した。
認定要件は、県基準に準ずる。

予
算
科
目

会計
一般会計 民生費 社会福祉費 医療福祉費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
３．医療福祉費支給制度の充実

平成２２年度 単年度繰り返し

所属部課名

課長名

○

15

市単独

保険年金課
青柳　京子
大貫　　 徹

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

1,850 1,850

成
果
指
標

75

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

人

【DO】事務事業の実施

22,939,000

28年度（目標）

対象者数
医療福祉費受給資格対象者（児童：小学４年～小学６
年）

医療費を助成することにより、経済的負担を軽減する。
受給率＝受給者数／対象者数

手
段 円医療費助成金額

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受給者
支払件数受給資格を審査後、認定者について受給者証の交付

を行い医療費を助成した。

委託料　　　　２２５千円
役務費　　１，０７１千円
扶助費　２２，３７２千円

総
合
計
画

市民課　子ども福祉課
笠間市医療福祉費支給に関する条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】
受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できないということも考
えられる。関係課と連
携し受給漏れがない
ようにする。

根拠法令

受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できないということも考
えられる。関係課と連
携し受給漏れがない
ようにする。

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

医療福祉事務事業（小児）と同様に、認定事務を行う。
県制度では小学校３年生までが対象となっているため、
他市町村からの転入者については、申請漏れのないよう
特に注意する。
資格更新作業が毎月有。

医療福祉事務事業（小児）と同様に、認定事務を行う。
県制度では小学校３年生までが対象となっているため、
他市町村からの転入者については、申請漏れのないよう
特に注意する。
資格更新作業が毎月有。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
医療福祉事業として、生活の安定と福祉の向上から必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
医療福祉受給者の更なる生活の安定と福祉向上のため有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

市単独事業であるが廃止した場合、福祉の向上が減
退する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務プロセスにおいて、県の制度に準じるため削減の余地はない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

医療福祉事業（市単独分）は、市民生活の安定と福祉向上のため有効である。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

市単独事業として対象年齢を拡大し助成することは、子育て世代の生活
の安定と福祉の向上のため必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

所得制限の撤廃、小児の対象年齢をさらに拡大してほしいとの要望がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委託料　　１，３７９千円
役務費　　１，７３５千円
扶助費　５７，９４９千円

医療福祉費自己負
担金支給申請書の
提出がないと助成が
受けられないため、
提出漏れがないよう
周知を行う。

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

国保連合会へ接続されている端末より、請求データを抽出し電算会
社へデータ提供。
請求データに基づいた支払資料（口座情報・通知用ハガキ等）が納
品されるので、点検後支払いを行う。
また、データに反映されない自己負担金申請が随時提出される。　こ
れついては、受給資格、支払金額等を確認し処理を行う。

国保連合会へ接続されている端末より、請求データを抽出し電算会
社へデータ提供。
請求データに基づいた支払資料（口座情報・通知用ハガキ等）が納
品されるので、点検後支払いを行う。
また、データに反映されない自己負担金申請が随時提出される。　こ
れについては、受給資格、支払金額等を確認し処理を行う。

委託料　　１，４４６千円
役務費　　２，０５６千円
扶助費　５７，１２１千円

総
合
計
画

笠間市医療福祉費支給に関する条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】
医療福祉費自己負
担金支給申請書の
提出がないと助成が
受けられないため、
提出漏れがないよう
周知を行う。

医療福祉費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

支払処理件数
年４回（１月、４月、７月、１０月）指定された口座へマル
福自己負担金および入院時食事療養費を支払う。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

医療福祉費受給者
医療福祉費受給者（妊産婦・小児・児童・重度心身障
害者・母子家庭の母子・父子家庭の父子）

医療福祉費受給者が、医療機関へ支払ったマル福自
己負担金および入院時の食事療養費を助成する。

自己負担金償還額 円

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

10,770 10,770

成
果
指
標

46,830,018

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
大貫　 　徹

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

5

事業数
部内優先順位

平成１７年度 単年度繰り返し

所属部課名

課長名

○
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市単独

保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
３．医療福祉費支給制度の充実

医療福祉費受給認定者が医療機関
等へ支払った自己負担金および入院
時の食事療養費を助成することによ
り、受給認定者の経済的負担の軽減
を更にはかる。
１月、４月、７月、１０月の３ヶ月毎に支
給。

予
算
科
目

会計
一般会計 民生費 社会福祉費 医療福祉費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

123,000

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.70

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

123,00095,590

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

61,063

5,250

10,65410,604

57,121,927

0.70

61,063 61,063

5,250 0.70 5,2500.70 5,250 0.70 5,250 5,2500.70

65,873

5,250

0.70 5,250

52,080

5,250

121,949

26年度

57,949,000

5,250

66,313

5,250

10,770

66,313

10,770

66,313 66,313

123,000

5,250

25年度（目標）

57,949,00057,949,00057,949,000

根拠法令

順位

5,380

123,000123,000

実施計画事務事業

15

5,250

27年度（目標）

61,063 61,063

66,313

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

医療福祉費受給者

件支払処理件数

自己負担金償還額

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

医療福祉費自己負担金助成事業

10,770

24年度

57,949,000

5,250

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

61,063

61,063

61,06346,830

46,830 60,623

60,623

61,063 61,063

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

円

単位 22年度（実績） 25年度

5,3805,380

23年度（実績）コスト指標

円 4,416

円

5,361

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

5,380 5,380医療福祉費受給者一人当たり償還金額

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

申請などの手続きを廃止した場合、医療福祉制度自
体無くなる。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

市単独事業として自己負担金および入院時の食事療養費を助成するこ
とは、医療福祉費受給者の生活の安定と福祉の向上のため必要であ
る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
申請書の提出等、業務プロセスに削減の余地はない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

医療福祉費自己負担金助成事業は、市民生活の安定と福祉向上のため有効である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

医療福祉受給者の更なる生活の安定と福祉向上のため有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
医療福祉事業として、生活の安定と福祉の向上から必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
・需用費　７０千円
・役務費　３７７千円
・委託料　８１千円
・負担金　２０千円
・旅費　１０千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

2,432 2,432関係届出書１件当たり費用 2,4322,432

2,385 2,385

円 2,335

円 2,385 2,385免除申請書1件当たり費用 2,385

人年金事務所に行かずに済んだ人（本庁のみ）

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

345341 347

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

国民年金費

20,000

24年度

842

1.80

345

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国民年金事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件

件関係届出書（本庁のみ）

被保険者

件

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

裁定請求書（本庁のみ）

183 183183 183183

2,000

800

実施計画事務事業

15

13,683

800

2,000

27年度（目標）

345 345

14,028

順位

2,432

3,000

5,8005,800

2,298

5,800 5,800

20,000

14,028 14,028

800

13,683

14,028

13,683

20,000

14,028

2,000

3,000

2,698

2,692

26年度

5,800

25年度（目標）

3,000

2,132

3,057

2,000 2,000

13,655

14,024

13,677

13,996

13,683 13,683

13,500

345

13,5001.801.80 13,500 1.80 13,500 13,500 1.80 13,5001.80

177

18,65819,251

5,214

849

13,500

155

345347 345 345 345341

28年度（計画）

345

23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

800

22年度（実績） 23年度（実績）

1,871

3,0002,501
活
動
指
標

25年度（計画）

免除申請書（本庁のみ）

24年度（目標）

1.80

3,000

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

国民年金法第3条、国民年金事業の
事務の一部は、政令で定めるところに
より市町村長が行うこととすることが出
来ることから市民サービスの向上のた
め市で一部事務を行っている。

予
算
科
目

会計
一般 民生費 社会福祉費 国民年金事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
４．国民年金制度の普及・啓発

昭和３６年 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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国補助 厚生労働省

保健衛生部保険年金課
青柳　京子
菅谷　 　勉

○

○
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 基準額

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

20,000 20,000

成
果
指
標

6,038

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

件

【DO】事務事業の実施

800

28年度（目標）

被保険者
20歳以上の国民年金加入者

国民年金の受付業務を行うことにより、市民サービス
の向上を図る。

年金事務所に行かずに済んだ人（本庁

手
段 件裁定請求書（本庁のみ）

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

関係届出書（本庁のみ）
免除申請書（本庁のみ）

国民年金相談、制度の広報啓発及び保険料免除申
請業務並びに、国民年金裁定請求及び各種関係届
出書の受付進達業務を行った。

・需用費　８８千円
・役務費　１４８千円
・委託料　８０千円
・負担金　２０千円
・旅費　１１千円

総
合
計
画

日本年金機構
水戸南年金事務所

国民年金法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
年金相談・免除申
請・年金裁定請
求・各種届出書は
通年。

根拠法令

・上記と同様。

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・上記と同様。

・窓口における国民年金に関する相談。
・国民年金資格取得・喪失・住所変更等の各種関係届出
書や保険料免除に伴う申請書の受付並びに国民年金受
給に伴う裁定請求書の受付と日本年金機構への書類進
達。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市民サービスのため、年金相談、免除申請、年金裁定請求関係諸届の受付、進達など、ま
た国民年金制度の普及・啓発・年金受給権の確保など事務的なことについて必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
市民サービス向上のため、国民年金事務を行うことは有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

市民サービスが出来なくなることは、市民に対して影
響がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国民年金機構との連携により、確実な事務が遂行されることは効率性がある。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

景気の低迷に伴い失業者増加や被保険者の所得減少により免除や猶予の相談件数が増
加傾向にある。引き続き、公的年金制度に対する漠然とした不安感や不信感が強く、将来
に不安を感じるなどの意見も多い。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

地方自治法別表の法定受託事務の規定により、国民年金事務は市町
村で処理するとされている。年金制度を正しく理解し、無年金者をなくす
ように、広報誌やホームページにより毎年周知を行っており、引き続き積
極的な普及を実施していく。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

平成22年1月に社会保険庁が廃止され、新たに日本年金機構が発足し、市は引き続き国から委任委託された日本年金機構と協力連携し、法定受託
事務を行っている。年金記録問題により年金制度や年金受給について、年々窓口の相談や問い合わせが多くなってきている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
消耗品費５７千円
印刷製本費４２千円
通信運搬費３，３９５千円
電算システム保守点検委託
料２，９１９千円

一斉更新は７月ま
で
新規該当者及び
資格喪失者の報
告は毎月

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

被保険者証の一斉更新
新規被保険者の被保険者証の交付
資格喪失業務
限度額適用・標準負担額減額認定証の交付

被保険者証の一斉更新
新規被保険者の被保険者証の交付
資格喪失業務
限度額適用・標準負担額減額認定証の交付

消耗品費５４千円
通信運搬費３，３３５千円
電算システム保守点検委託
料３，１３８千円

総
合
計
画

茨城県後期高齢者医
療広域連合

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
一斉更新は７月ま
で
新規該当者及び
資格喪失者の報
告は毎月

一般管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

被保険者証の一斉更新
資格得喪処理数

被保険者証の一斉更新と新規被保険者の被保険者
証の交付及び資格喪失者の処理等を広域連合に報
告した。

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

後期高齢者被保険者数
後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る
後期高齢者被保険者数 人

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

10,300 10,400

成
果
指
標

9,766

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
菅谷　　 勉

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２０ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

18

市単独

保健衛生部保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
２．老人保健の適正な運営

国の医療制度改革法によって、従来
の老人保健は「高齢者の医療の確保
に関する法律」に改められ、後期高齢
者医療制度が規定された。
また、平成２６年度に制度改正が予定
されている。

予
算
科
目

会計
後期高齢特別 総務費 総務管理費 標準的事業（一般管理費）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

10,200

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

資格得喪処理数

24年度（目標）

0.90

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

1,476

9,9009,816

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

6,500

6,750

115

9,8709,766

9,870

0.90

6,600 6,650

6,750 0.90 6,7500.90 6,750 0.90 6,750 6,7500.90

13,508

6,981

0.90

231

6,750

13,192

6,981

1,440

9,531

1,500

26年度

10,100

6,950

13,550

6,950

10,200

13,500

10,100

13,397 13,450

10,000

6,950

25年度（目標）

10,40010,300

1,550

10,200

1,525

根拠法令

順位

1,149

10,300

1,600

10,100

実施計画事務事業

6,950

1,575

27年度（目標）

6,600 6,650

13,600

200 200200 200231

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

後期高齢者被保険者数

人

人被保険者証の一斉更新

後期高齢者被保険者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者医療制度事業

10,000

24年度

10,000

6,865

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

6,550

6,500

6,4166,327

6,327 6,527

6,527

6,416 6,550

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,118 1,105

人

人

1,147資格得喪処理 1,132

単位 22年度（実績） 25年度

1,1701,177

23年度（実績）コスト指標

円 1,190

円 1,1611,282 1,199

1,196

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

1,163 1,156被保険者証の一斉更新

28年度27年度



　平成18年6月に「健康保険法などの一部を改正する法律」が成立し、平成20年4月からは、後期高齢者医療制度が保険者である広域連合により、本
格実施されている。制度の円滑な運営のため、保険年金課での保険料徴収とともに、広域連合への情報提供、市民に対する窓口受付を行っている。
（現在、後期高齢者医療制度を廃止し、平成25年度3月から新制度への移行が検討されている。）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

後期高齢者の医療の確保ができなくなる。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法律で実施が市に義務付けられている事務事業であり、75歳以上の老
人及び65歳以上の一定の障害者に対し、老後における健康の保持と適
切な医療の確保によって、高齢者の福祉の増進を図るため必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

新たに設立された「茨城県後期高齢者医療広域連合」によって運営される、後期高齢者医
療制度に対し、住民・税情報などの提供を行い、広域連合による円滑な制度の運用となる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

国の制度に基づくものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

後期高齢者に対して資格申請手続きは、適正な医療の確保と高齢者福祉の増進を図ること
は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
消耗品費１６千円
通信運搬費１，１４７千円
口座振替手数料６８千円
収納取扱手数料９６千円
収納システム委託料２，１２１
千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

666 663納付書・特別徴収通知書の処理・送付 676680

659 641

円 644

円 686 662督促・徴収 678

円

％

保険料納付額

収納率

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

3,250

3,350

3,1583,513

3,700 3,342

3,186

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

徴収費

10,000

24年度

0.90

3,303

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者医療保険料徴収事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件

件納付書・特別徴収通知書の処理・送付

後期高齢者被保険者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

200 200200 200231

3,100

実施計画事務事業

6,950

3,000

27年度（目標）

3,460 3,515

10,465

順位

662

99

12,600

99

475,000,000470,000,000

667

455,000,000 465,000,000

10,100

10,284 10,300

6,950

10,410

6,950

10,200

10,355

2,900

12,800

691

693

99

26年度

460,000,000

25年度（目標）

12,500

3,580

12,400

2,700 2,800

6,865

10,323

6,981

10,565

6,981 6,950

6,750

3,405

6,7500.900.90 6,750 0.90 6,750 6,750 0.90 6,7500.90

3,300 3,350

160

231

99

9,8709,766

447,683,300

187

3,200

6,750

115

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2,600

12,40012,300
活
動
指
標

25年度（計画）

督促・徴収

24年度（目標）

145 150156

0.90

12,700

165

26年度（目標）

155

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

後期高齢者の医療に要する費用の
適正化を図るとともに、後期高齢者医
療制度の運営が適正かつ円滑に行
われる事を目的とする。
後期高齢者の場合、保険料未納とな
る方は無年金者もしくは低年金者の
方が多く、個別訪問をしても納付は難
しい方が多い。

予
算
科
目

会計
後期高齢特別 総務費 徴収費 徴収費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
２．老人保健の適正な運営

H20 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

19

市単独

保健衛生部保険年金課
青柳　京子
菅谷　　 勉

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

10,300 10,400

成
果
指
標

99

443,445,770

98 99

件

目
的

単位

収納率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

円

件

％

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

後期高齢者被保険者数
後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る
保険料納付額

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

納付書・特別徴収通知書の処理・送付
督促・徴収

被保険者への納付書及び決定通知書の送付。並び
に未納者への督促状の送付と個別臨戸訪問を行っ
た。

消耗品費１７千円
通信運搬費１，０９４千円
口座振替手数料５４千円
収納取扱手数料７８千円
収納システム委託料２，０９９
千円

総
合
計
画

茨城県後期高齢者医
療広域連合

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
普通徴収の納付
書及び特別徴収
の通知書を７月に
発送
督促状は年８回・
催告書は年２回送
付

根拠法令

普通徴収の納付
書及び特別徴収
の通知書を７月に
発送
督促状は年８回・
催告書は年２回送
付
臨 随時

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

被保険者への納付書及び決定通知書の送付
未納者への督促状の送付
未納者宅へ個別臨戸訪問

被保険者への納付書及び決定通知書の送付
未納者への督促状の送付
未納者宅へ個別臨戸訪問



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るためのもので、財政面で必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
国の制度に基づくものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

医療保険制度が成り立たなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

平成２０年度から開始された新たな高齢者の医療制度であるが、後期高齢者医療保険の保
険料を確実に徴収するため、被保険者に対し制度の周知を図る。また、滞納の初期からき
め細やかな収納対策を実施し、保険料の収納の確保に努め、低所得者対策として、保険料
の軽減対策も実施している。保険料の徴収は納付書による普通徴収や年金からの引き落と
しによる特別徴収がる。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

社会保険制度である後期高齢者医療保険を安定的に継続していくた
め、保険料の徴収は不可欠である。制度の安定的な運営を図り、高齢者
医療の安定的な確保を図る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

原則75歳以上の後期高齢者を対象とする独立した医療制度であることから、平均寿命の延びと連動して、対象者は増加するものと思われる。制度そ
のものに対する批判が強く平成24年度で終了する予定であったが現在は未定である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

269 271受診券一斉処理・送付

28年度27年度

円 262

円 268292 272

270

234新規者の受診券処理・送付 278

単位 22年度（実績） 25年度

270268

23年度（実績）コスト指標

251 288

人

人

人

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

9,2009,046 9,041 9,100 9,300

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

10,000

24年度

2,033

2,050

1,725

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者健診事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

件

件受診券一斉処理・送付

受診者数

受診率

後期高齢者被保険者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

受診者数

実施計画事務事業

1,725

2,200

450

27年度（目標）

9,400 9,500

11,225

根拠法令

順位

270

10,100

500

2,250

21

9,900

25年度（目標）

22

2,2502,200

400

2,150

21

350

10,100

10,825 10,925

2,100

9,800

1,725 1,725

11,125

1,725

10,200

11,025

26年度

2,100

10,771

1,725

360

9,623

300

1,7250.23

10,766

1,725

0.23 1,7250.23 1,725 0.23 1,725 1,725 0.23 1,7250.23

9,400

21

9,8709,766

2,033

2,052

9,046

1,725

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

2,050

22年度（実績） 23年度（実績）

294

9,7009,604
活
動
指
標

25年度（計画）

新規者の受診券処理・送付

24年度（目標）

9,100 9,2009,041

0.23

10,000

9,500

26年度（目標）

9,300

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

高齢者の医療の確保に関する法律の
中に、高齢期における適切な医療の
確保を図るため、被保険者の健康診
査等の実施に関する措置を講ずるこ
とがうたわれている。
基本的な健康診査の項目を無料で
受けることができる。（年１回）

予
算
科
目

会計
後期高齢特別 保健事業費 保健事業費 後期高齢者健診事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
２．老人保健の適正な運営

Ｈ２０ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

20

県補助

保健衛生部保険年金課
青柳　京子
菅谷  　 勉

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 実績により

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

10,300 10,400

成
果
指
標

21

2,052

21 21

目
的

単位

受診率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

件

％

【DO】事務事業の実施

2,150

28年度（目標）

後期高齢者被保険者数
後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

後期高齢者の健康保持増進と、疾病の早期発見・早
期治療を図る

受診者数

受診者数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受診券一斉処理・送付
新規者の受診券処理・送付後期高齢者被保険者全員に健康診査受診券を送付

した。
件

消耗品費５千円
通信運搬費７６９千円
特定健康診査等データ管理
システム手数料１７０千円
電算業務委託料４０８千円
健康診断検査委託料７，６８９
千円

総
合
計
画

茨城県後期高齢者医
療広域連合
茨城県総合健診協会

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
５月までに受診券
等を送付し、６月
から受診できる体
制を整える。
年度末には受診
者数を広域連合
に報告する。

期高齢者健康診査

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

後期高齢者被保険者全員に健康診査受診券を送付し、
できるだけ多くの方に健康診査を受けていただく。

後期高齢者被保険者全員に健康診査受診券を送付し、
できるだけ多くの方に健康診査を受けていただく。

（予算額）
消耗品費４千円
通信運搬費１，３００千円
特定健康診査等データ管理
システム手数料２０５千円
電算業務委託料８１２千円
健康診断検査委託料１２，７３

５月までに受診券
等を送付し、６月
から受診できる体
制を整える。
年度末には受診
者数を広域連合
に報告する。

手
段 人



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
介護予防に有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

高齢者の健康保持を図るため、健康診査を実施し、生活習慣病を早期に発見し、早期に治
療を行い介護予防に努めることは必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

関係各機関（健康増進課・各保険センター）と連携し、総合検診時に実施できるので、効率
は大きい。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

人間ドック等費用の助成をすることで、被保険者のさらなる健康の保持を図れる。受益者は
75歳以上の高齢者であり、受益者負担を増すことは困難。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

疾病の早期発見により、医療費を抑制しており老人医療制度の健全な
運営に寄与している。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

健康増進、医療費抑制ができなくなる。

健康保険法等の改正により、平成20年度から老人医療制度が後期高齢者医療制度に変わり、高齢者の人口は増加の傾向にある。また、人間ドックや
脳ドックに助成して欲しい、検診の検査項目を国保と同様にして欲しい要望が多い。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

５月から翌年の２
月まで随時受付を
し、年度末には受
診者数を広域連
合に報告する。

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

広報等で周知し、被保険者から希望者を募り、人間ドッ
ク・脳ドックの補助金を交付する。

広報等で周知し、被保険者から希望者を募り、人間ドッ
ク・脳ドックの補助金を交付する。

後期高齢者医療人間ドック健
診補助金８７５千円
後期高齢者医療脳ドック健診
補助金４２０千円

総
合
計
画

茨城県後期高齢者医
療広域連合
茨城県総合健診協会

高齢者の医療の確保に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
５月から翌年の２
月まで随時受付を
し、年度末には受
診者数を広域連
合に報告する。

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

決定通知書等処理
受診者数

広報等で周知し、被保険者から希望者を募った。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

後期高齢者被保険者数
後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

後期高齢者の健康保持増進と、疾病の早期発見・早
期治療を図る

受診者数 人

件
人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

10,300 10,400

成
果
指
標

37

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 概要のとおり

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

青柳　京子
菅谷   　勉

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２２ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

21

県補助

保健衛生部保険年金課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．社会保障
２．老人保健の適正な運営

高齢者の医療の確保に関する法律の
中に、高齢期における適切な医療の
確保を図るため、被保険者の健康診
査等の実施に関する措置を講ずるこ
とがうたわれている。
人間ドック補助一人２５，０００円
脳ドック補助一人３５，０００円

予
算
科
目

会計
後期高齢特別 保健事業費 保健事業費 後期高齢者医療人間ドック険診事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○
実施手法

70

1,950

26年度（目標）

1,950

活
動
指
標

25年度（計画）

受診者数

24年度（目標）

1,700 1,7001,295

0.02

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

47

6047

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

925

150

9,8709,766

47

0.02

1,950

150 0.02 1500.02 150 0.02 150

150 150

150

1,950

1500.02

150

1,445

150

1,075

25年度（目標）

60

37

37

60 60

26年度

60

3,191

150

2,100

150

10,200

2,100

70

70

60 70

10,100

1,850 1,850

70

7070

順位

2,143

実施計画事務事業

150

70

27年度（目標）

1,950 1,950

2,100

70

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

人

件決定通知書等処理

後期高齢者被保険者数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者人間ドック等事業

期高齢者健康診査

10,000

24年度

0.02

1,700

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

1,700925 1,295

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
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円 4,054

円

2,143 2,143決定通知書等処理 2,5002,500

（予算額）
後期高齢者医療人間ドック健
診補助金１，２５０千円
後期高齢者医療脳ドック健診
補助金７００千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



国保被保険者の健康維持・増進のため保健事業の強化を図り、病気の早期発見により医療費の増額を抑制する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

被保険者の健康の保持増進を目的とした事業として、笠間市国民健康
保険条例に規定されている保健事業である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

被保険者の健康維持、疾病等の早期発見を目的とした保健事業を行うことで、被保険者の
健康増進、疾患の重症化の防止により医療費の削減を図っており、国民健康保険制度を維
持し、健全な運営を図る。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
実施機関（病院など）との連携を密にして、実施していくので効率は高い。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

健康維持の手段がなくなるので、医療費にも影響す
る。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
人間ドック・脳ドック検診は、健康の保持増進のために必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

人間ドック・脳ドック検診を受けて、早期の発見・早期治療を行うことにより、健康増進に繋が
るので有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握


